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令和６年度補助金監査の結果に関する報告書 

 

第１ 監査の基準 

  本審査は小田原市監査基準（令和２年小田原市監査委員告示第１号）に準拠して実施し

た。 

 

第２ 監査の種類 

  地方自治法第 199条第１項及び第７項の規定に基づく監査 

 

第３ 監査の対象 

 １ 小田原市観光協会補助金に係る市の財務事務の執行 

 ２ 同補助金に係る一般社団法人小田原市観光協会の出納その他の事務の執行 

 ３ 同補助金に係る市の事業管理 

 

 ※ １及び２にあっては令和５年度執行分、３にあっては令和４～６年度分を対象とする。 

※ 所管課は観光課 

 

第４ 監査の目的 

 １ 小田原市観光協会補助金に係る市の財務事務の執行が法令に適合し、正確であるか 

 ２ 同補助金に係る一般社団法人小田原市観光協会の出納その他の事務の執行が同補助金

の目的に沿って行われているか 

 ３ 同補助金に係る市の事業管理が経済的、効率的かつ効果的であるよう努めているか 

 

第５ 監査の着眼点 

上記第４の監査の目的事項を検証するため、補助金事務の特性に応じて識別・評価し

た下表左の監査対象の重要リスクに対し、下表右の着眼点により監査を行った。 

 重要リスク 監査の着眼点 

１ 法令・予算議決の趣旨等

に適合しない補助が行わ

れるリスク 

・補助金交付要綱の目的、対象者、対象事業、補助金額

は法令・予算議決の趣旨等に適合しているか 

２ 補助金を交付する目的が

達成されないリスク 

・事業計画が補助目的に適合しているか 

・事業計画、交付条件どおりに補助金が使用され事業が

行われているか（実績報告にてその確認を行っている

か） 

３ 事業の見直しが行なわれ

ず、改善の機会が損なわ

れるリスク 

・補助事業の効果を検証し、改善をしているか 

 

第６ 監査の実施内容 
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   小田原市観光協会補助金に係る補助金交付要綱、補助金交付決定決裁文書、実績報告

書のほか、同補助金に係る一般社団法人小田原市観光協会の帳簿、会計伝票等の提出を

求め、監査の着眼点を踏まえて抽出によりそれらの閲覧、証ひょうとの照合を行うとと

もに、市関係職員及び一般社団法人小田原市観光協会職員からの説明聴取を行った。 

 

第７ 監査の結果 

 １ 上記第１から第６までの記載事項のとおり監査した限り、市の小田原市観光協会補助

金に係る財務事務は、重要な点において法令に適合し、正確に行われ、一般社団法人小

田原市観光協会の同補助金に係る出納その他の事務は、重要な点において同補助金の目

的に沿って行われていると認められた。 

 

なお、同補助金に係る市の財務事務の執行に関し、是正又は改善を要するものとして

指摘すべき事項が認められたので、以下に記載する。 

   

  (1) 本補助金では、事業に必要と認められる経費から事業に関する収入を除いた額を補

助金額としている。補助金交付申請書に添付された収支予算書及び実績報告書に添付

された収支決算書には、対象事業の経費は記載されていたが、当該事業に関する収入

の額が明記されていなかった。また、収支決算書において、決算額が予算額を大幅に

超過し、流用等の記載もない科目があった。市は、補助金の交付決定や額の確定に当

たり、適正な書類を提出させた上で審査をする必要がある。 

 

 ２ 市の小田原市観光協会補助金に係る事業の管理が経済的、効率的かつ効果的であるよ

う努めているかについては、上記第１から第６までの記載事項のとおり監査した限り、

改善を要するものとして指摘すべき事項が次のとおり認められた。 

 

(1) 補助事業の成果目標として、主要行事観客動員数のほかに、観光消費額やホームペ

ージ閲覧数、ＳＮＳフォロワー数、動画再生回数を指標に設定しており、事業の効果

を多角的に検証していることは評価できる。その一方で、目標値の設定に当たり、前

年度の実績値を当該年度の目標値に設定していた。行事の観客動員数は天候の影響に

より増減するためとのことであるが、コロナ禍からの回復傾向にある社会経済状況を

鑑みると、目標値をもっと高く設定しても良かったと思われる。特に、令和６年度は

小田原北條五代祭りが第 60 回を迎えたことに伴い補助金を大幅に増額したことから

も、その費用対効果を考慮すべきであったと考える。 


